
印

印

　下記によって、転用のため農地　（採草放牧地）の所有権　（　　　　　）　を移転　（　設定　）　したいので、
農地法第５条第１項の規定により、許可を申請します。

１

　㎡　　　（　田　　　　　　㎡、畑　　　　　　㎡、採草放牧地　　　　　　㎡　）

３ 転用計画 (1) 転用の目的 (2)

3  その他 （　　　　　　　　　）
(3) 事業の操業

期間または
施設の利用
期間

(4)

棟数 建築面積 所要面積 棟数 所要面積

土地造成

建 築 物

工 作 物

計

４

５ 資金調達計画

６

字 抹 消

７
字そう入

沖縄県指令宮振第　　　　　　　号
沖縄県知事

平成　　　年　　　月　　　日 字 抹 消

字そう入

上記申請については、別添の条件を附して許可します。

【注意事項】【教示】　裏面を読んでください。

様式第16号（知事許可）

 農地法第５条第１項の規定による許可申請書
平成　    年  　月   　日

沖縄県知事　殿

　　譲受人　　

　　譲渡人　　

申請人
の住所
等

申請人 氏名 年令 職　業 住　所

譲受人

譲渡人

２ 許可を
受けよう
とする
土地の
所在等

土地の所在 地目
面積
（㎡）

10 ｱ ｰ ﾙ

状況
収 穫 高

耕作者の氏名又は名称
（譲渡人以外が耕作者の

場合、権利の種類）

市街化区域、市街
化調整区域の別、お
よびその他参考とな
るべき事項

利用
当 り 普 通

市町村 大字 字 地番 登記簿 現況

計

1 一 般 住 宅 権利を設定し、また
は移転しようとする
理由の詳細2 農 家 住 宅

　　　平成　        年　　　 月　　　　　　　から　　　　　　年間

転用の時
期および転
用の目的
に係る事業
または施設
の概要

工事計画
第 1 期 （ 着 工 年 月 ～ 年 月 ） 第2期（着工　 年  月～　年　月） 合計 申請人訂正欄

名称 所要面積 棟数 建築面積 建築面積 字 抹 消

漢
数
字
を
使
用
す
る

字そう入

申請人印
権利を移転ま

たは設定しよ

うとする契約

の内容

（１）　権利を移転し、または設定しようとする時期 　　　　（３）　賃借料等の給付の種類および額

（２）　対　価 　　　　（４）　契約期間

転用すること

によって生ず

る付近の土

地・作物・家

畜等の被害

防除施設の

概要

担当者確認欄

申
請
人
は
記
入
し
な
い

その他参考
となるべき事
項

許可権者訂正欄

申
請
人
は
記
入
し
な
い

平成　 年　 月 　日

訂 正、 再 交 付

申請人が法人の場合は代
表者の役職・氏名まで記載

「農地」・「採草放牧地」のい
ずれかを選択し、該当しな
い方は取り消し線で削除

「地上権」、「使用貸借権」、「賃借
権」等を設定する場合は、括弧内
に権利の種類を記載し、「所有権」
は取り消し線で削除

土地の登記事項証明書に
記載された小字まで記載

現況欄も必ず記載 農地利用がされている場合、
耕作者名は必ず記載

筆数が多く、記載欄
が不足する場合は別
紙を作成（手引きの様
式を参照）

申請者が多数で、記載欄が
不足する場合は別紙を作成
（手引きの様式を参照）

欄に余白の行が発生する
場合は「以下余白」と記載１，２の住宅に該当しな

い場合は、３に転用目的
を明確、簡潔に記載 なぜ転用が必要なのか具体的な理由、事

情を記載（転用の必要性を確認するため）
単に「○○の建築」等とするのは不適当

住宅の場合でも「住
宅」と記載

建築面積と床面積は
異なるので要注意

申請地の農地以外に事業で一体
利用する土地があれば、その土地
の面積と合算した面積を記載

転用事業に必要な金額とその調達方法を記載（「○○銀行から借入」、「自己資金」等）
※土地の取得費も含めた総事業費用を記載すること。例：土地○円、建築費○円、総事業費○円
※現況利用で資力不要の場合はその旨記載すること。

単に「防除措置を行う」や「被害が発生した場合は適切に
対応する」等の記載では不可。
具体的な措置の概要を記載し、必要に応じて資料を添付。

申請地の農地以外で事業に一体利用する土地があれ
ば、その土地の情報（地番、地目、面積等）を記載。
仮換地中の土地であれば、換地後面積を記載。
その他、裏面【記載要領】の８を確認

以下の事項は許可権者が記載します。申請時点ではなに
も記載しないでください。知事名の記載も不要。

訂正不可 訂正不可

工期ごとの計画を合
計した面積等を記載

権利の種類が
「所有権」なら「移転」
それ以外なら「設定」
該当しない方は取り消し線で削除
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